
 

 趣   旨 

 農業集落排水資源循環統合補助事業実施要綱、村づくり交付金実施要綱、地域自主戦略交付金交付要

綱及び農山漁村地域整備交付金実施要綱に基づき実施した農業集落排水事業に係る維持管理経費及び起

債の元利償還財源等として（建設事業の財源（修繕等積立金を除く）に充当することはできない。）、

予算の範囲内において農業集落排水整備推進交付金を交付する。 

 

 対 象 団 体 

   農業集落排水事業を実施した市町村及び一部事務組合 

 

 交付対象等 

区  分 交付金算定基準経費 単年度当たりの交付額 交付期間 

通常分 

平成22年度以降に事

業採択された地区 

市町村及び一部事務

組合が事業を実施した

国庫補助対象事業費の

総額 

（事務費を除く。） 

交付金算定基準経費

の１%以内の額を交付期

間で除した額 

 

事業着手年度から事

業完了年度までの年数

に相当する期間に１を

加えた期間。ただし、

７年を超える場合にあ

っては、７年とする。 

通常分 

平成13年度以降に事

業採択された地区 

 

 市町村及び一部事務

組合が事業を実施した

国庫補助対象事業費の

総額 

（事務費を除く。） 

 

 交付金算定基準経費

の15%以内の額を交付期

間で除した額 

 

  事業着手年度から事

業完了年度までの年数

に相当する期間に１を

加えた期間。ただし、

７年を超える場合にあ

っては、７年とする。 

特認分 

平成12年度以前に事

業採択された地区 

 

平成13年度以降に市

町村が事業を実施した

国庫補助対象事業費の

総額 

（事務費を除く。） 

 

 交付金算定基準経費

の18%以内（平成12年度

採択地区にあっては、1

5%以内）の額を交付期

間で除した額 

 

 平成13年度以降事業

完了年度までの年数に

相当する期間に１を加

えた期間。ただし、７

年を越える場合にあっ

ては、７年とする。 

（注）１ 交付金の交付始期は、国庫補助事業完了年度の翌年度からとする。 

   ２ 「単年度当たり交付額」の欄において、政令指定都市にあっては、交付金算定基準経費の1%

     以内とする。 

      ３ 特認分の交付金算定基準経費の欄は、平成12年度国庫債務負担行為分を含む。 

農業集落排水整備推進交付金事業 

     市町村 

事業主体  

     一部事務組合 

所管課班 農山漁村なりわい課  
中山間振興班 
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